
2026 年 3 月 24 日 

有限責任 あずさ監査法人 

会計・開示プラクティス部 

 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号に対する意見 

 

当監査法人 会計・開示プラクティス部は、2026 年 1 月 22 日に公表された、サステナビリティ開

示実務対応基準公開草案第 1 号「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する

温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」（以下、本公開

草案）に関するコメントを検討し、以下の通り、意見を取りまとめましたので、提出いたします。 

 

質問 1 

本公開草案での提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替案を

ご記載ください。 

同意する。但し、以下の点については明確化すべきと考えられる。 

(1) 気候基準第 54 項の適用方法 

気候基準第 54 項では、スコープ 2GHG 排出について、主要な利用者の理解に情報をもたらす

ために必要な契約証書に関する情報がある場合の開示として、「契約証書に関する情報（同項本

文）」と「マーケット基準によるスコープ 2 GHG 排出量（同項ただし書き）」の二つの選択肢が定めら

れている。当該要求事項を適用するにあたり、報告企業の一部に対して前者を適用し、他の部分

について後者を適用することが可能かどうかという点については、実務上、見解が分かれている可

能性がある。 

この点は、報告企業の一部が、本公開草案第 7 項を適用して、温対法の枠組みで算定したロケ

ーション基準による数値とマーケット基準による数値を開示する場合、他の部分についても、マー

ケット基準による数値を開示することが求められることになるのかどうかに関連する。このため、気候

基準第 54 項の適用方法について、明確化いただきたい。 

 

(2) 温対法における SHK 制度の算定対象範囲に含まれない排出の取扱い 

➀ 気候基準 49 項ただし書き適用の可否 

温対法における SHK 制度の定めでは、「GHG プロトコル（2004 年）」と異なり、一定の水準を超

える温室効果ガスについてのみ 6.5 ガスの報告が求められており、一部の排出については算定対

象となっていない。この点、気候基準では、7 種類の温室効果ガスについて測定することが要求さ

れているため、これらの算定対象外となっている排出についても GHG プロトコルに従って測定し、

開示を行う必要があると考えられるが、基準上は明確でないように考えられる。 

特に本公開草案第 7 項(1)の記載からは、温対法における SHK 制度に基づき報告した数値をそ

のまま利用できるように読み取れるため、SHK 制度において対象外となっている排出については



算定が不要であるように解釈される可能性がある。 

そのため、SHK 制度の算定対象外となっている排出について、GHG プロトコルに従って測定す

る必要があることについて明確化いただきたい。 

 

② CH4 や N2O の取扱い 

Scope2GHG 排出に関して、「GHG プロトコル（2004 年）」では、対象ガスを CO2 に限定しておら

ず、発電や蒸気生成に伴って発生する CO2 以外のガス（主に CH4 や N2O）についても算定の対象

としている。一方で、温対法に基づく SHK 制度のための排出係数（以下、「温対法係数」）では、

CO2 のみを対象としていることから、CO2 以外のガス、主として CH4 や N2O は集計対象外とされて

いる。  

気候基準第 49 項ただし書きを適用して、Scope2GHG 排出を温対法により測定する場合、温対

法係数を用いて算定すれば足り、集計対象外となっているガス部分（CH4 や N2O を含む）に関する

調整は求められないかどうかについて基準上は明確ではないように考えられるため、明確化いた

だきたい。また、関連する論点として、「GHG プロトコル（2004 年）」に基づいて測定することを選択

した会社が、温対法係数を用いて測定を行う場合には、SHK 制度において集計対象外となってい

る上述のガス部分の調整が必要になるのかについても、明確化いただきたい。  

 

(3) 送配電ロスに関する取扱い 

Scope2GHG 排出について、「GHG プロトコル（2004 年）」に基づいて測定することを選択した企

業が、温対法係数を用いるケースが実務上、見受けられる。 SHK 制度では受電端における排出

係数を採用しているため間接排出量に含まれるが、「GHG プロトコル（2004 年）」では、送配電ロス

に伴う GHG 排出を Scope3GHG 排出に含めることとしており、Scope2GHG 排出から除外することと

している。  

このようなケースにおいては、送配電ロス部分についての調整を行わないと「GHG プロトコル

（2004 年）」に従った測定とはいえないように考えられるが、当該調整が必須なのかが明確ではな

いため、明確化いただきたい。  

 

質問 2 

適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替

案をご記載ください。 

同意する。 

 

以上 


